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資 本 金 又 は 消費税の新設法人に該当する
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１ 個人企業を法人組織とした法人である場合 ３ その他
設 立 の 形 態

２ 合併により設立した法人である場合

設立形態が１又 事業主の氏名又は合併に
納 税 地 事 業 内 容 等

は２である場合 より消滅した法人の名称

の設立前の個人

企業又は合併に

より消滅した法

人の状況

１ 定款等の写し
事業開始（見込）年月日 平成 年 月 日

添 ２ 登記簿謄本

「給与支払事務所等の開 ３ 株主等の名簿
有 ・ 無 付

設届出書」提出の有無 ４ 現物出資者名簿

書 ５ 設立趣意書
関 与 氏 名

６ 設立時の貸借対照表
類
７ その他

税理士 事務所所在地
電話( ) － （ ）

決算 業種
※ 税 務 署 処 理 欄 部門 入力 名簿

期 番号

ﾀｯｸｽｱﾝｻｰﾎｰﾑペｰジ （法１２０１）

法 人 設 立 届 出 書
※整理番号

（フリガナ）

法 人 名

本店又は主たる

平成 年 月 日 事務所の所在地
電話( ) －

納 税 地

税 務 署 長 殿 （フリガナ）

代 表 者 氏 名 印

新たに内国法人を設立した

ので届け出ます。
代 表 者 住 所

税 理 士 署 名 押 印 印

利用上の注意事項
   印刷時には、ブラウザの印刷機能
ではなく、acrobat readerの印刷機能
（届出書様式のツールバー左上端）
を使用し、Ａ４サイズにて印刷してくだ
さい。
  また、画面上では文字等が不鮮明
でも、プリントアウトして使用する場合
は問題ありません。



法人設立届出書の記載要領等

内国法人である普通法人又は協同組合等（法人税法別表第３に掲げる法人）を設立した場合には、その設

立の日以後２月以内に法人設立届出書を納税地の所轄税務署長に提出しなければならないことになっており

ますので、下記の記載方法を参考としてこの届出書を作成し、添付書類を添えて提出してください。

記

１ 提出部数及び添付書類

この届出書は、次に掲げる書類を添付して１通提出してください。

なお、資本金１億円以上の内国普通法人の場合は２通提出してください。

定款、寄付行為、規則又は規約（以下「定款等」といいます。）の写し

設立の登記簿謄本

株主又は合名会社、合資会社若しくは有限会社の社員、その他法人の出資者（以下「株主等」といい

ます。）の名簿（次の様式によってください。）

株 数 又 は 役 職 名 及 び 当 該 法 人
氏 名 住 所 金 額 の 役 員 又 は 他 の 株 主

口 数 等 との 関係

円

現物出資をした者の氏名、出資の金額及び出資の目的物の明細を記載した書類

設立趣意書

設立の時における貸借対照表

２ 各欄の記載方法

「本店又は主たる事務所の所在地」欄には、登記してある本店又は主たる事務所の所在地を記載して

ください。

「代表者氏名」欄には、法人を代表する者の氏名を、「代表者住所」欄には、その代表者の住所地を

記載してください。

「設立年月日」欄には、登記簿に記載されている登記年月日を記載してください。

「事業の目的」欄には、定款等に記載されている事業の目的のうちその主なもの及び現に営んでいる

事業又は営む予定の事業の種類を記載してください。

「事業年度」欄には、法令、定款等により定められている事業年度を記載してください。

「資本又は出資の金額」欄には、登記した資本の金額又は出資金額を記載してください。

「消費税の新設法人に該当することとなった事業年度開始の日」欄には、設立時の資本の金額又は出

資金額が１千万円以上である場合にその設立年月日を記入してください。

（注）設立時の資本の金額又は出資金額が１千万円以上の法人でこの欄に設立年月日を記入した場合に

は、「消費税の新設法人に該当する旨の届出書」を提出する必要はありません。

「支店、出張所、工場等」欄には、支店の登記の有無にかかわらずすべての支店、出張所、営業所、

事務所、工場等を記載してください。

「設立の形態」欄には、該当する形態の番号を○で囲んでください。

なお、個人企業を法人組織とした法人である場合又は合併により設立した法人である場合は、「設立

の形態が１又は２である場合の設立前の個人又は合併により消滅した法人の状況」欄に、個人企業当時

の事業主の氏名又は合併により消滅した法人の名称、納税地及び事業内容等を記載してください。

「事業開始（見込）年月日」欄には、設立後、事業開始した年月日又は事業開始見込みの年月日を記

載してください。

「『給与支払事務所等の開設届出書』提出の有無」欄には、その提出の有無のいずれかの該当のもの

を○で囲んでください（既に別途に提出している場合は「有」を○で囲んでください。）。

（注）給与等の支払事務を取り扱う事務所、事業所等を設けた場合には、その事務所等を設けた日から

１月以内に当該事務所等の所在地等の所轄税務署長に提出しなければならないことになっておりま

す。

「関与税理士」欄には、関与税理士の氏名及び事務所所在地を記載してください。

「添付書類」欄は、この届出書に添付したものの番号を○で囲んでください。

「税理士署名押印」欄は、この届出書を税理士が作成した場合に、その税理士が署名押印してくださ

い。

「※」欄は、記載しないでください。


